
P2M マガジン No.13, pp.57-61 (202１) 

 

57 

 

システムデザイン方法論を用いた地域活性化のプログラムデザイン事例  

慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科  富田欣和  

 

1. はじめに 

これまでも P2M 理論とシステムデ

ザイン(システムエンジニアをベース

にしたデザイン方法論)の親和性の高

さは知られていたが、実際にそれらを

融合する取り組みは始まったばかり

である。特に、社会システムデザイン

の実践における両者の融合は実践し

てみるまでその細部における利点や

改善点は見えてこない。そこで、地域

活性化のプログラムデザインにおけ

る両者の融合について、プロトタイプ

的に実践し、研究を行った。 

本稿ではその研究について、実践

の視点から両者の親和性の高さや適

用のポイント、今後の課題について、

特に重要だと感じられた課題特定及

びコンセプトデザインに絞り紹介す

ることとする。 

 

2. システムデザインと P2M 理論の補

完的関係 

2-1 システムデザインと P2M 理論

の親和性 

P2M はその対象の使命達成の為の

要素を開発し、長期にわたり改良を続

けるためのプロジェクトとそれらを

束ねるプログラムのマネジメントを

実現する [1]。それに対して、システム

デザインは大規模で複雑な、不確実性

の高い対象をデザインするために分

野を横断した知見を用い、その対象を

多視点から構造化し、可視化すること

で性質の異なるシステムの相互接続

性を高める [2]。両者とも大規模で複雑

なプログラムとプロジェクトのマネ

ジメントに強みを発揮するが、特にプ

ログラムとプロジェクトの要素を統

合的横断的にマネジメントする必要

性への認識は極めて高い親和性があ

ると考える。 

 

2-2  プログラムデザインのため

の補完関係 

社会システムをデザインする際に、

システムデザイン方法論による設計

範囲や成果物の明確化と P2M による

要素開発とプロジェクト推進への相

互接続性の実現を図ることにより、社

会システムデザイン構築方法論のさ

らなる研究が促進されると考える。 

特に 3S モデルによるプログラムス

コープの定義とフェーズによるアク

ティビティの明確化は、地域活性化と

いう、知識や経験などのバックグラウ

ンドが多様な数多くのステークホル

ダーと協働する際に、極めて強力な共

通言語となり得る。 

地域活性化をサービス開発と考え

ると、本来、地域活性化プログラム

の設計者は複数のステークホルダー

の関心事や複雑な環境の相互作用を

考慮しながら、目的指向的に住民ニ

ーズの充足策を検討する必要があ

る。つまりプログラムの骨格は、目

的から要素がブレークダウンされる

トップダウン・アプローチによる設
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計が必要となる。しかし、地域の住

民のニーズを実現するには、住民自

らが地域活性化策の設計と検証に関

与できるボトムアップ・アプローチ

の活用も必要となる。さらに、地域

の現状からのフィードバックを得

て、常に地域活性化策を改善してい

くためには、改善ポイントや改善に

よる影響等を把握し、設計プロセス

のトレーサビリティ確保をする必要

があるため、それらを容易にするト

ップダウン・アプローチによる設計

が重要となる [3]。トップダウン・ア

プローチとボトムアップ・アプロー

チを融合したプログラムデザイン方

法論の構築が求められるが、その際

にシステムデザインと P2M 理論を補

完的に活用することで、検討プロセ

ス全体を構造化した。特にスキーム

モデル構築時にはプロファイリング

マネジメントとプログラム戦略マネ

ジメントの考え方が有効であること

が分かった。その結果が図 2-1 であ

る。図全体はシステムデザインの考

え方で設計されたプログラムデザイ

ン方法論を示し、赤の実線で囲われ

た範囲はスキームモデル構築時の課

題の発見で用いられた管理知識、赤

の破線で囲われた範囲は同じくコン

セプトデザインで用いられた管理知

識を示す。 

 

 

図 2−1 プログラムデザイン全体像とスキームモデル構築時の管理知識  

 

3. 奥尻町のおける総合計画立案事

例  

3-1 課題の特定  

地域活性化プログラムの実際の推

進において大きな課題となるのは、地

域における課題は全て重要なもので

あり、そこに優劣を付けることが極め

て困難だということにある。スキーム

モデル構築には外部環境/内部環境の

把握からシナリオを策定していくが、

その前提となる地域の経営方針 (目指

すべき地域の在り方 )が不明確である

ことが多いのである。多くの場合、多

様なステークホルダーすべてを一定
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程度満足させるために、地域の経営方

針は総花的かつ抽象的なものになる。

この様な状況で適切な課題を特定す

るために必要なことは、定量的及び

定性的事実からの課題特定はもちろ

んであるが、圧倒的な質と量の一次デ

ータ収集である。住民感情的にも生の

声をしっか聞いた上での課題特定だ

と感じてもらうこと、である。そこで、

準備期間として約 2 年、調査期間とし

ては 1 年 6 ヶ月をかけて、地域の主

要ステークホルダーに地域活性化の

状況と課題、要望などについてインタ

ビュー調査を行った。「慶應の先生は

いつも町にいてずっと話を聞いてく

れるね」という状況を作り出せたこと

が、大きな調査成功の要因であった。

その結果をまとめたものが表 3-1 で

ある。  

 

表 3-1 ステークホルダーインタビュー調査の結果  

 

 

3-2 コンセプトデザイン  
コンセプトデザインにはライフサ

イクル分析、コンテクスト分析、機能
設計、物理設計など、システムデザイ
ン (システムエンジニアリング )の方
法論を用いたが、この段階での最大の
成功要因は、デザインプロセスに高校
生を含む住民の参画を促したことに
ある。住民参画でよくある、ワークシ

ョップなどに参加して意見を出して
もらう、ということではなく、地域活

性化の施策の有効性について自分達
で調査し、改善していくという役割を
担ってもらう事とした。 

コンテクスト分析で、施策の有効性
検証の重要性が示されたが、総合計画
など地域全域で実施される施策の有
効性を個別検証するのは、実際には相
当に困難である。そのため、現実的に
重要なのは施策について「正誤の評価」

をすることではなく、「結果を可視化
することでの議論の促進」により、次

インタビュー対象 現状分析 将来展望/課題

津波記念館 災害対策教育に活用しているが発信は日本語のみ 海外からの来島者に向けた情報発信が必要

地熱発電所予定地 山間部にあるため車での移動と案内人が必要 子供向け教育に活用していきたい

バイオマス発電施設 小学校の暖房用エネルギーに使用 既存暖房設備とのコスト比較は厳密ではない

特養老人ホーム 冬に入居者が増加しおり、また慢性的な人材不足 就職希望者が不足

病院 医師3名 24時間待機 専門医・産科は島外 成人病や慢性病など専門性と緊急性の低い患者のケアが中心

保健福祉センター 職員数が少いため対応が困難になってきている
地域の目によるサポート体制が生きているため何とか回って
いる印象

交通［島外］（フェリー）
島民は一定補助金で乗船可能であり、島民側の利便性を考え
た時刻表となっている

観光には適さない時刻表となっている

交通［島外］（飛行機）
奥尻便搭乗率は40％程度で、ほとんどが島民 である。便
数、時間帯の変更は困難。

奥尻便の運営状況は大変厳しい

観光協会 来島者はウニの季節である7月8月に集中
冬期を除く期間の来島者数を平準化が課題。また 海外に 向
けた英語による発信が極めて少ない。

ワイナリー 震災後スタートで年間1.5万人訪問 ブランド展開が進みつつある

漁協
冷凍コスト（電気代）、運送コストが大きく厳しい経営状
態。また不漁や採算性の悪化から若手後継者も不足

加工場があれば付加価値を高めた島外販売が出来る

肉牛・酒米生産者
肉牛はフェリーで本道に輸送され精肉に加工。 輸送に係る
出費が大きい。 奥尻米で作った日本酒の評判は良い

流通経路の違いにより酒米は食用米より安定収入が確保出来
ている。 精肉施設が島内にないため，ブランド牛としての
販売が難しい状況

初等・中等教育
教育内容に関して先生が持つ裁量が大きい。防災教育が特
色。将来奥尻を出たい生徒が大多数

先生にとってはやりたい教育を実践できる場となっているが
生徒のニーズとのマッチングは不明 将来生徒が奥尻に戻っ
てきたくなる場作りの中心を担える可能性がある

北海道庁 地理的に重要な場所であり、活性化交付金検討対象 国という立場ら離島の無人化を防がなければならない

行政の支援に頼った運営が続いている。島内に加工施設がな
いため安値での島外流通になっている。

交通［島内］（バス）
補助金なしでは大幅な赤字であり、スクールバスとしても運
行することで財政支援の妥当性がある。 観光用はフェリー

アワビ種苗センター
震災後スタートでほぼ全量が島外へ流通。設備維持費年4千
万円うち450万円が電気代。

乗り合い大型タクシー規模にサイズを落として効率化する必
要がある
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の施策の改善へと繋げていくことで ある。つまり、検証としてはじめにす
べき事は、「まち全体は正しい方向
に向かっているのか？」を見える化
することであり、それが住民にとっ
ても理解出来る状況を作ることに
ある。 

そこで、経済的価値や情緒的価値
など、複数視点からの総合的な評価
として、QOL 調査による検証を行う
こととした。地域活性化策として具
体化する施策は、住民自身の「QOL=

生活の質」向上に資するべきもので
ある。単に経済発展や人口数を測る
だけでは、それを確認することがで
きない。そこで、各種施策の検討と
同時に、住民の QOL を定期的に計測
する「奥尻島 QOL 調査」を開発し実
施することとした。 

政策の有効性を QOL を用いて測定
しようという試みとしては、イギリ
スの QOL インディケータなどがある
が、これはトップダウン型のアセス

メントであり、地域の特性を踏まえ
ているとは言い難い。さらには、地
域活性化施策は未来の住民の視点
から検討する事も必要である。そこ
で、本研究ではボトムアップアプロ
ーチの一環として、奥尻高校生や住
民をプロジェクトメンバーに入れ

た「奥尻 QOL 調査」を開発・実施し
た。 

実施された QOL 調査は、奥尻高校
教員及び慶應 SDM 教員による統計に

関する基本的講義を受講した奥尻
高校の生徒が、奥尻高校教員の監督
の下でその結果について分析を行
った。その結果、地域活性化プログ
ラムにおいて重要な、人口流出に関
係する分析の結果、特に着目すべき
項目として人口流出に関連する人
間関係の課題について、これまで住
民が信じていたもの違う傾向が結
果として明らかになった。具体的に
は、これまで住民同士の人間関係の

近さが地域の温かさや住みやすさ
を生み出していると考えられてい
たのだが、実はそれこそが人口流出
の主要因の 1 つであるという、真逆
の結果となったのである。しかも、
これらを明らかにしたのが地元の
高校生であったことが、前述の「圧
倒的な質と量の一次データ収集」と
して大きな説得力を与えることに
なった。この様な課題の特定とそれ

に基づく対話やディスカッション
から、地域活性化のコンセプトとし
て設定されたのが、「奥尻島の子供
達に“Love＆Pride”」であり、施策
としてデザインされたのが、図 3-2
である。このコンセプトについては
当時の奥尻高校生から住民へ報告
会が行われ、そのコンセプトを基に
した施策が複数実施された。2021 年
現在もそのコンセプトは見た目の
形を変えながらも受け継がれ、着実

に地域の活性化を進めている。 
 
4．更なる実践に向けた課題と可能性  
4-1 ３S モデルの可能性 

3S モデルを地域活性化のプログ
ラムデザインに活用することによ
る効果には大きな可能性を感じて

いる。知識と経験に差がある多様な
ステークホルダーと協働すること
が多い実践の場において、自分達が
すべきことの全体像や現在位置を

知りながら、事業構想、システム構
築、事業運営において「何を」「何時」
「どのくらい」行えばいいかを知る
ことは有益である。地域活性化は企
業における特命業務活動と比べ、更
に目指すべき場所が不明確になる。
今後も地域活性化に関わるステー
クホルダーの不安を和らげ、自信を
持って進んでいくための共通言語
としての可能性を広げていきたい。
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図 3−2 設定された地域活性化のコンセプト 

 

4-3 今後の展開  

今回の研究と実践を通じて痛感し

たのが、どれだけ理論的に優れていて

も実践する人材がいなければ地域は

活性化しないという事である。地域が

衰退していくということには、必ず要

因がある。住民が制御不可能な要因も

多々あるが、少なくない要因が地域を 

 

マネジメントする人材の質と量の不

足だと感じる。地域活性化におけるシ

ステムデザインと P2M 理論の可能性

を感じたが故に、この事実は更なる研

究への課題とともに大きなモチベー

ションとなっている。地域活性化のプ

ログラムデザインは、今後も継続した

研究と実践を行っていきたい。 
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若者・ ⼥性を「 島に呼び込む、 呼び戻す」総合戦略の⽅向性

基本⽬標①

島ではたらく
（産業の振興と雇⽤の拡⼤）

基本⽬標③

島で暮らす
（まちづくりと⾏政経営）

基本⽬標②

島で産み・育てる
（⼦育て・医療。教育の充実）

奥尻島の⼦供達に“Love &  Pr id e”v isio n

施策②

Smart Island構想
（遊休資産活⽤による産業振興）

施策④

⼈材バージョンアップ
（世界基準の⼈材育成）

施策③

QOL向上アセスメント
（多視点からの持続可能性検証）

・LEAN型開発＆実証実験拠点サー

ビスをワンストップで提供。
・企業ニーズ主導による開発拠点の
環境整備

・⻘苗中学校を活⽤したR&D拠点化。

・島⺠ニーズの把握と政策の効果検

証のための島⺠QOLに関する全島ア
セスメントを実施。
・アセスメント⼿法の開発（慶應と

の共同事業）と実施を⾏う。

・世界の中の奥尻島を意識した⼈材モ

デルの開発。
・⼈材モデルに基づいた教育プログラ

ムの開発と実施。

幼少期から⼤⼈まで⼀気通貫の⼈材育

成を実施。

施策①

地域デザインファームの設⽴
（島の⼦供達が“Love & Pride”を持てる奥尻島の未来デザイン）

「地⽅創⽣」ではなく「地域創⽣」

・都市に対しての「地⽅」ではなく、⽇本の中のある「地域」という視点から島の過去現在未来（時間）と島全体（空間）と島
⺠（関⼼事）のすべてをスコープにした地域デザインを⾏う。

・産学官⺠⾦という区分けをできる限り取り除き、島内外に向けたコミュニケーションと施策の実⾏を⾏う。

・短中期では上記施策②③④ の計画⽴案と実施および検証を⾏う。

・島の⼦供達が将来奥尻に戻ってきたくなるためのInternal-Marketingを重視。


